
　議案第１０号　　

令 和 ２ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和２年度上越市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　給水戸数 戸

（２） 　年間給水量 ｍ
3

（３） 　一日平均給水量 ｍ
3

（４） 　用水供給量 ｍ
3

（５） 　一日平均給水量 ｍ3

（６） 　主要な建設改良工事

　　イ.本支管布設及び改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

第６項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３，３２１，８７９千円は、過年度分損益勘定留保資金２，６６

４千円、当年度分損益勘定留保資金１，８６２，８８２千円、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額２０９，３３３千円、減債積立金３７９，０００千円、建設改

良積立金８６８，０００千円で補填するものとする。）。

水 道 事 業 収 益

９６，９６０

６，７９６，１５８

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費 用

５，１４４，１２９

１，５４３，０７７

５，５９３，６６１

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

用水供給事業収益

８５，７８９

２１，９３５，１７５

６０，０９６

２，３５８，７２２

７５３，９０７

２，０６５

営 業 雑 費 用

営 業 外 費 用

１１，９９２

営 業 費 用 ５，０８５，２２４

１０，０９９

１，０００

４３３，６０６

特 別 損 失

予 備 費

８１

用水供給事業費用 ６３，６５１
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　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（債務負担行為）

　第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

　第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 施設整備拡充費に充当

　　限　度　額 ２００，０００千円

　　起債の方法 証書借入（借入時期は令和２年度中とする。ただし、工事の進捗状況

等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができる。）

　　利　　　率 年　５．０％以内 （ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

限　度　額

料金等徴収業務委託
令和2年度から
令和6年度まで

545,328千円

補 助 金

３９６，０１３

繰 入 金

工 事 負 担 金

企 業 債 償 還 金

１１２，９０３

事　　　　　項 期　　　間

用水供給資本的支出

１，１１１，９１２

４，３４０，３４０

３，２１７，２７８

資 本 的 支 出

１１，１５０

建 設 改 良 費

１，０１８，４６１

２００，０００

資 本 的 収 入

企 業 債

１９９，２８９

固定資産売却収入 １１０，２５６
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

（２）　交　  際　  費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、４０，５７３千円と定める。

令和２年２月２８日提出

　上越市長　　村　山　　秀　幸

１３９

７３６，６３４
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水道事業会計予算に関する説明書 



 

 

 

 

 

 

 



収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 6,796,158

1 5,144,129

1 5,144,129

1 5,144,129

2 11,992

1 445

1 445 民地内修繕収益

2 11,547

1 11,547

3 1,543,077

1 3,656

1 3,057 定期預金利息

2 599 一般会計貸付金利息

2 60,724

1 60,724 一般会計繰入金

3 56,671

1 56,671

4 1,065,872

1 208,045 長期前受補助金戻入

2 706,748 長期前受工事負担金戻入

3 15,632 長期前受受贈財産評価額戻入

4 135,249 長期前受繰入金戻入

5 198 長期前受寄付金戻入

6 94,131

4 94,131

8 262,023

2 710 一般会計繰入金

4 260,470 長期前受金戻入

6 843 電源立地給付金等

4 96,960

1 82,300

1 82,300

2 14,660

2 39 一般会計繰入金

給水量753,907ｍ3の料金収入

受注工事収益

新設・その他1,136件の加入金

貸 付 金 利 息

繰 入 金

繰 入 金

給 水 収 益

加 入 金

下水道料金徴収業務受託等の収益

新設・その他1,732件の設計審査手数料等手 数 料

有収水量21,935,175ｍ3の料金収入

令 和 ２ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款 ・ 項 目 節 説 明

水道事業収益

営 業 雑 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

預 金 利 息

営 業 外 収 益

加 入 金

受 取 利 息

受注工事収益
そ の 他 営 業
雑 収 益

雑 収 益

長期前受金戻入

長 期 前 受 金 戻 入

その他雑収益
広 域 施 設
営 業 外 収 益

長 期 前 受
補 助 金 戻 入
長 期 前 受 工 事
負 担 金 戻 入
長期前受受贈財
産 評 価 額 戻 入
長 期 前 受
繰 入 金 戻 入
長 期 前 受
寄 付 金 戻 入

繰 入 金

雑 収 益
用 水 供 給
事 業 収 益

用 水 供 給
営 業 収 益

用 水 供 給
営 業 外 収 益

繰 入 金

税込

- 29 -



予定額(千円)

4 14,576 長期前受金戻入

6 45 電源立地給付金等

支　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 5,593,661

1 5,085,224

1 627,931

1 2,396 会計年度任用職員報酬等

2 13,681 職員 4人の給料

3 7,958 職員 4人の手当

4 1,663 職員 4人の賞与引当金繰入額

5 4,647 職員 4人の法定福利費

6 322

7 53 職員健康管理費

9 2,156 浄水場関係備消品費

10 35 旅費

11 47,297 浄水場機械器具等の修繕費

14 37,855 浄水場電力料金

15 3,603 浄水場電灯料金等

17 386 共架料等賃借料

19 527 浄水場施設災害保険料等

20 2,725 浄水場電話料金等

21 90,204

22 43,439 水質検査手数料等

23 20 浄水場記録用紙等

28 14 自動車重量税

29 22,046 原水滅菌用薬品費等

34 16,434 道路整備負担金等

37 53,683 原水及び浄水設備の除却費

38 276,787 原水及び浄水設備減価償却費

2 3,077,400

1 13,080 会計年度任用職員報酬等

2 190,664 職員47人の給料

3 92,834 職員47人の手当

4 24,918 職員47人の賞与引当金繰入額

5 61,785 職員47人の法定福利費

6 4,899

7 368 職員健康管理費

9 5,817 配水及び給水工事用備消品費

印 刷 製 本 費

厚 生 福 利 費

水道事業費用

営 業 費 用

原水及び浄水費

款 ・ 項 目 節

固定資産除却費

減 価 償 却 費

報 酬

給 料

報 酬

手 当

賃 借 料

保 険 料

賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

給 料

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

旅 費 交 通 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

備 消 品 費

法 定 福 利 費

説 明

光 熱 燃 料 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

動 力 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

委 託 料

手 数 料

租 税 課 金

薬 品 費

雑 費

説 明款 ・ 項 目 節

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

配水及び給水費

職員 4人の法定福利費引当金繰入額

職員47人の法定福利費引当金繰入額

浄水場施設維持管理業務等の委託料
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予定額(千円)

10 898 旅費

11 200,490

14 59,730 配水用電力料金

15 7,552 車両燃料費等

17 4,874 料金システムリース料等

19 1,213 車両任意保険等

20 20,608 料金納入令書等郵送料

21 214,569 料金等徴収業務委託等

22 1,175 コピー使用料金等

23 301 修繕伝票等印刷物

25 687 各種研修参加費等

28 202 自動車重量税

30 950 水道事業広報活動費

34 965 交通災害補償料等

37 156,041

38 2,012,780 配水及び給水設備減価償却費

3 211,221

1 60 職員研修外部講師報酬等

2 47,373

3 25,621

4 6,310

5 15,135

6 1,234

7 328 職員健康管理費等

8 42,429 退職給付引当金繰入額

9 28,652 一般事務用備消品費

10 739 旅費

11 646

15 2,601 電気料金及びガス料金等

17 393

19 1,579 水道事業賠償責任保険料等

20 890 郵便料金及び電話料金等

21 11,518 庁舎維持管理委託料等

22 1,418 コピー使用料金等

23 232 一般事務用印刷物

24 139 事業管理者交際費

25 2,908 水道事業用各種会費等

27 27 来客用お茶等

32 506 貸倒引当金繰入額

34 302 交通災害補償料等

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

負担金及び補助

旅 費 交 通 費

修 繕 費

動 力 費

節

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

雑 費

管理者及び職員10人の給料

管理者及び職員10人の賞与引当金繰入額

管理者及び職員10人の手当

固定資産除却費 本支管、給水管入替等に伴う除却費

減 価 償 却 費

報 酬

給 料

手 当
賞 与 引 当
金 繰 入 額

庁舎営繕及び事務機器修理等

委 託 料

手 数 料

食 糧 費

賃 借 料

負担金及び補助

通 信 運 搬 費

委 託 料

交 際 費

印 刷 製 本 費

保 険 料

配・給水管、水道ﾒｰﾀｰ等の修繕費

法 定 福 利 費

説 明

通 信 運 搬 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

需 要 開 発 費

租 税 課 金

保 険 料

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

旅 費 交 通 費

修 繕 費

光 熱 燃 料 費

手 数 料

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

雑 費

款 ・ 項 目

一 般 管 理 費

庁舎機器リース料

管理者及び職員10人の法定福利費引当金繰入額

管理者及び職員10人の法定福利費
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予定額(千円)

37 341 業務設備の除却費

38 19,840 業務設備減価償却費

4 70,148

1 70,148 上越利水共同施設管理費分担金

5 1,098,524

2 37,273 職員9人の給料の94.7％

3 19,812 職員9人の手当の94.7％

4 5,040

5 12,128

6 991

7 61 職員健康管理費

8 5,592 退職給付引当金繰入額

9 4,101 浄水場関係備消品費等

11 49,102 機械点検修繕等

14 52,748 浄水場・ポンプ場等電力料金

15 2,097 浄水場冷暖房用燃料等

17 397 配水施設占用料等

19 1,735 機械設備損害保険料等

20 5,217 専用回線使用料等

21 113,484

22 4,303 水質試験手数料等

25 53 各種負担金

28 24 自動車重量税

29 14,379 原水滅菌用薬品費等

34 191 交通災害補償料等

38 729,536 広域施設設備減価償却費

41 40,107

42 153 正善寺川河川流水占用料

2 10,099

1 10,099

2 3,385 職員 1人の給料

3 2,473

4 471

5 1,137

6 90

7 15 職員健康管理費

9 302 設計審査等備消品費

11 520 民地内修繕使用材料等

17 443 工事受付システムリース料

ダ ム 使 用 料

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

給 料

減 価 償 却 費

固定資産除却費

目

手 当

節

共 同 施 設
管 理 分 担 費

款 ・ 項

共 同 施 設
管 理 分 担 費

広 域 施 設
営 業 費 用

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

動 力 費

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

給 料

修 繕 費

備 消 品 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

薬 品 費

雑 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 数 料

負担金及び補助

租 税 課 金

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

修 繕 費

賃 借 料

委 託 料

職員9人の法定福利費の94.7％

職員 1人の法定福利費

職員 1人の賞与引当金繰入額

職員 1人の手当

職員9人の賞与引当金繰入額の94.7％

説 明

浄水場施設維持管理業務等の委託料

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

職員9人の法定福利費引当金繰入額の94.7％

職員 1人の法定福利費引当金繰入額
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予定額(千円)

21 1,263 工事受付システム保守料

3 433,606

1 235,683

1 235,683 企業債償還利息

3 124

3 124 放射性物質検査費用

4 160,895

1 160,895

5 36,904

1 36,845 企業債償還利息

3 59 放射性物質検査費用

4 63,651

1 61,579

2 2,086 職員9人の給料の5.3％

3 1,114 職員9人の手当の5.3％

4 283 職員9人の賞与引当金繰入額の5.3％

5 680 職員9人の法定福利費の5.3％

6 56

7 4 職員健康管理費

8 314 退職給付引当金繰入額

9 237 浄水場関係備消品費等

11 2,752 機械点検修繕等

14 2,955 浄水場・ポンプ場等電力料金

15 122 浄水場冷暖房用燃料等

17 27 配水施設占用料等

19 101 機械設備損害保険料等

20 299 専用回線使用料等

21 6,361

22 250 水質試験手数料等

25 26 各種負担金

28 2 自動車重量税

29 811 原水滅菌用薬品費等

34 12 交通災害補償料等

38 40,833 用水供給設備減価償却費

41 2,245

42 9 正善寺川河川流水占用料

2 2,067

1 2,063 企業債償還利息

3 4 放射性物質検査費用

営 業 外 費 用

委 託 料

款 ・ 項

職員9人の法定福利費引当金繰入額の5.3％

目 節 説 明

支 払 利 息

企 業 債 利 息

雑 支 出

その他雑支出
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

広 域 施 設
営 業 外 費 用

用 水 供 給
事 業 費 用

用 水 供 給
営 業 費 用

給 料

手 当
賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

支 払 利 息

雑 支 出

浄水場施設維持管理業務等の委託料

薬 品 費

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

ダ ム 使 用 料

備 消 品 費

修 繕 費

負担金及び補助

動 力 費

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

手 数 料

租 税 課 金

委 託 料

雑 費

支 払 利 息

用 水 供 給
営 業 外 費 用

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

雑 支 出
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予定額(千円)

3 5

1 5 車両売却損

5 81

6 81

1 81 車両売却損

6 1,000

1 1,000

1 1,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 1,018,461

1 200,000

1 200,000

1 200,000 水道事業債

2 199,289

1 199,289

1 199,289 重要給水施設配水管等事業

3 396,013

1 396,013

1 396,013 本支管工事等の負担金

4 112,903

1 112,903

1 112,903

5 110,256

1 110,256

1 110,256 現ガス水道局庁舎売却収入

支　　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 4,340,340

1 3,217,278

1 150,307

3 32,703 浄水場更新事業設計等業務委託

4 106,648 浄水場設備更新工事等

11 10,956 導水管入替工事

2 2,526,410

1 8,334 送水管用地取得費

企業債元金償還金の一般会計繰入金

補 助 金

補 助 金

補 助 金

予 備 費

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

予 備 費

予 備 費

資 本 的 収 入

企 業 債

導 水 管

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

原水及び浄水設備

構 築 物

機 械 装 置

配水及び給水設備

説 明

固 定 資 産
売 却 収 入

繰 入 金

繰 入 金

固定資産売却収入

繰 入 金

款 ・ 項 目 節

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

固定資産売却収入

土 地

説 明款 ・ 項 目 節

目

広 域 施 設
特 別 損 失

固定資産売却損

用 水 供 給
特 別 損 失

固定資産売却損

特 別 損 失

款 ・ 項 説 明節
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予定額(千円)

3 11,975 配水場建設工事設計業務委託

4 5,252 ポンプ場機械設置工事等

6 1,084 水道自記圧力計等

8 4,398

9 2,358,722 本支管布設及び改良工事

10 136,645 公道分工事

3 533,096

2 509,040 庁舎新築工事費

4 1,150 新庁舎ネットワーク整備費

6 22,906 事務用ＯＡ機器の入替等

4 7,465

2 5,967

5 1,498

2 1,111,912

1 920,205

1 920,205 企業債償還元金

2 191,707

1 191,707 企業債償還元金

3 11,150

1 419

2 334

5 85

2 10,731

1 10,731 企業債償還元金

工具器具備品

節

建 物

導 管 給 水 管

企業債償還金

用 水 供 給
企 業 債 償 還 金

企業債償還金

広 域 施 設
企 業 債 償 還 金

企業債償還金

用 水 供 給
資 本 的 支 出

用 水 供 給
建 設 改 良 費

広域施設設備

企業債償還金

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具

企業債償還金

建 物

構 築 物

機 械 装 置

導 管 本 支 管

水道メーター

軽貨物自動車1台

款 ・ 項

機 械 装 置

工具器具備品

業 務 設 備

目

建 物

軽貨物自動車1台

新設等1,166件の取付メーター

説 明
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令和２年度上越市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 991,685

減価償却費 3,079,776

固定資産除却費 124,685

引当金の増減額(△は減少) 17,768

長期前受金戻入額 △ 1,340,918

支払利息 274,591

受取利息及び受取配当金 △ 3,656

有形固定資産売却損益(△は益) 86

未収金の増減額(△は増加) 122,300

貯蔵品の増減額(△は増加) 1,723

未払金の増減額(△は減少) △ 16,690

未払費用の増減額(△は減少) △ 168

預り金の増減額（△は減少） 20,064

小計 3,271,246

利息の支払額 △ 274,591

利息及び配当金の受取額 3,656

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,000,311

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,934,797

固定資産の売却による収入 100,233

国庫補助金等による収入 541,190

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,293,374

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 200,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,122,643

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入 103,471

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 819,172

資金増加額(又は減少額) △ 112,235

資金期首残高 9,989,105

資金期末残高 9,876,870

税抜
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1
(11)

83
15,497 340,574 261,063 617,134 119,500 736,634

1
(13)

84
17,448 340,992 259,711 618,151 119,518 737,669

0
(△2)

△1
△ 1,951 △ 418 1,352 △ 1,017 △ 18 △ 1,035

区　　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 35,694 3,372 130 246 134,211 13,867

前　年　度 36,525 3,566 154 254 133,732 13,771

比　　　較 △ 831 △ 194 △ 24 △ 8 479 96

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 2,614 48,335

前　年　度 3,184 46,943

比　　　較 △ 570 1,392

1,232

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

（　）内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常
の勤務時間に比し短い会計年度任用職員（外書）を示す。

比　　　較

前　年　度

本　年　度

扶養手当

（千円）

15,861手
　
当
　
の
　
内
　
訳

通勤手当
区　　分

6,953

△ 220

（千円）

6,733

14,629
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（１）会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1
(0)
83

0 340,574 260,520 601,094 116,820 717,914

1
(0)
84

0 340,992 259,711 600,703 116,607 717,310

0
(0)
△1

0 △ 418 809 391 213 604

区　　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 35,694 3,372 130 246 133,668 13,867

前　年　度 36,525 3,566 154 254 133,732 13,771

比　　　較 △ 831 △ 194 △ 24 △ 8 △ 64 96

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 2,614 48,335

前　年　度 3,184 46,943

比　　　較 △ 570 1,392

（２）会計年度任用職員

法　定

報酬 給料 手当 計 福利費

(千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

15,497 0 543 16,040 2,680 18,720

17,448 0 0 17,448 2,911 20,359

△ 1,951 0 543 △ 1,408 △ 231 △ 1,639

期末手当 通勤手当 退職給付費

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 543 0 0

前　年　度 0 0 0

比　　　較 543 0 0

0

0

0

手
当
の
内
訳

前　年　度

比　　　較

区　　分

時 間 外
勤務手当

（千円）

(△2)
0

(13)
0

前　年　度

6,953

△ 220

比　　　較

本　年　度
(11)

0

（人）

一般職

14,629

（　）内は短時間勤務職員（外書）を示す。

区　　分

本　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

15,861

1,232

区　　分
通勤手当

（千円）

6,733

職員数 給  与  費
合　計

（　）内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短
い会計年度任用職員（外書）を示す。
前年度の数値は非常勤職員の予算額を記載している。
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　明

340,574 　給料の改定状況（前年度）

340,456 　改定率　　　　 0.03%

      ×100= 0.03 　改定時期　平成31年4月1日

職員数の異動状況（短時間勤務職員を含む）

1.1時点 増減
年度当初
見込

2年度 82人 1人 83人

31年度 84人 0人 84人

増　減 △ 2人 1人 △ 1人

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　分 企業職

335,242

令和2年1月1日現在 397,736

46.8

331,731

平成31年1月1日現在 396,316

45.9

（２）初任給

一般会計の制度

一般行政職（円）

高校卒 150,600 150,600

大学卒 182,200 182,200

給料改定に伴う減（期末・奨
励手当の増、住居手当の減
等）

職員の異動等による増
加分

850

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

給与改定に伴う波及減
少分

△ 41

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

区　分 企 業 職 (円）

平 均 年 齢 （歳）

手
 
当

809
その他の増
加分

809

備　　考

給
　
　
　
　
　
料

△ 418

給与改定に
伴う増加分

118

昇給に伴う
増加分

826 平均昇給率 0.97 ％

その他の減
少分

△ 1,362
職員の異動等による減
少分

－1－1－1－1
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（３）級別職員数

企　業　職

職員数 構成比

（人） （％）

８級 1   1.2  

７級 1   1.2  

６級 3   3.7  

５級 7   8.5  

４級 34   41.5  

３級 26   31.7  

２級 8   9.8  

１級 2   2.4  

計 82   100.0  

８級 1   1.2  

７級 1   1.2  

６級 3   3.6  

５級 7   8.3  

４級 30   35.7  

３級 30   35.7  

２級 10   11.9  

１級 2   2.4  

計 84   100.0  

（級別の基準となる職務）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

係　長 主　事

企業職 局　長 課　長 課　長 副課長 班　長 主　任

主　任 技　師

（令和2年1月1日現在）

区   分
級

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在
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（４）昇給

合　計 企業職

(Ａ)(人) 83 83

(Ｂ)(人) 73 73

1号給(人) 2 2

2号給(人) 10 10

3号給(人)

号給数別内訳 4号給(人) 58 58

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人) 3 3

(％) 88.0 88.0

(Ａ)(人) 84 84

(Ｂ)(人) 76 76

1号給(人) 2 2

2号給(人) 13 13

3号給(人) 1 1

号給数別内訳 4号給(人) 57 57

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人) 3 3

(％) 90.5 90.5

（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６）期末手当・奨励手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

※（　）内は再任用職員の支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

備　考

区　　　　　　分 企業職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.1

支給対象職員の比率（令和2年1月1日現在） 14.6

支給対象職員１人当たり平均支給月額 3,167

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（７）定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

※上記支給率は、令和2年1月1日時点のもの

（８）その他の手当

通勤手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　じ

（支給率等)

区　　　　分 その他の加算措置等 備　考

支給率等
定年前早期退職特例
措置(2%～20%加算)
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債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

千円 千円 千円 千円

料金等徴収業
務委託

545,328 - - 
令和3年度から
令和6年度まで

545,328 545,328

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込

- 43 -



令 和 ２ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ３ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 13,040,784

△ 6,830,596 6,210,188

2 92,593,630

△ 39,649,968 52,943,662

3 683,479

△ 16,841 666,638

4 1,087,516

5 39,132,214

△ 22,229,441 16,902,773

6 2,190,081

△ 1,244,103 945,978

78,756,755

(2)

1 24,091

2 2,492

3 33,315

4 27,410

5 1,533

88,841

78,845,596

2

(1) 9,876,870

(2) 236,569

△ 1,997 234,572

(3) 57,753

(4) 4

(5) 3,115

(6) 500

10,172,814

89,018,410

配 水 及 び 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産

未 収 金

現 金 ・ 預 金

仮 払 金

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

広 域 施 設 設 備

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 12,730,148

2 76,175
12,806,323

(2)
1 579,562
2 68,051
3 5,582

653,195
13,459,518

2
(1)

1 1,133,235

2 10,975
1,144,210

(2) 70,726
(3) 40,493
(4)

1 6,442
2 44,634
3 8,750
4 351

60,177
(5) 226,143
(6) 1,339

1,543,088
3
(1) 59,293,951

△ 29,290,133

30,003,818
45,006,424

資　　本　　の　　部
1
(1) 32,348,848

32,348,848
2
(1)

1 289,249
2 12,144

3 15,751

317,144
(2)

1 1,810,414
2 376,993
3 4,633,371
4 当年度未処分利益剰余金 4,297,024
5 228,192

11,345,994
11,663,138
44,011,986
89,018,410負 債 資 本 合 計

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

用水供給資本剰余金

資 本 合 計

未 払 費 用
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
前 受 金

引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額
補 助 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

預 り 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
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令 和 元 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 4,715,885 4,715,885

2

(1) 580,729

(2) 3,008,201

(3) 173,464

(4) 58,736

(5) 1,116,096 4,937,226

 221,341

3

(1) 485

(2) 14,342 14,827

4

(1) 10,210 10,210

 216,724

5

(1) 2,099

(2) 127,698

(3) 72,832

(4) 1,075,549

(5) 91,300

(6) 251,513 1,620,991

6

(1) 255,050

(2) 112

(3) 41,240 296,402

7

(1) 75,023

(2) 14,073 89,096

8

(1) 62,505

(2) 2,309 64,814 1,348,871

1,132,147

9

(1) 327 327

10

(1) 1,000 1,000 △ 1,327

1,130,820

4,698

979,000

2,114,518

（ 当 年 度 純 利 益 ）

（前年度繰越利益剰余金）

（その他未処分利益剰余金変動額）

（当年度未処分利益剰余金）

受 取 利 息

広域施設営業外収益

その他営業雑収益

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

（ 営 業 総 損 失 ）

長 期 前 受 金 戻 入

予 備 費

予 備 費

特 別 損 失

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

用水供給事業収益

用水供給事業費用

一 般 管 理 費

受 注 工 事 収 益

営 業 外 収 益

共同施設管理分担費

雑 収 益

広域施設営業外費用

営 業 外 費 用

営 業 雑 収 益

広域施設営業費用

（ 営 業 損 失 ）

支 払 利 息

雑 支 出

繰 入 金

加 入 金

用水供給営業費用

用水供給営業収益

用水供給営業外収益

用水供給営業外費用

（ 経 常 利 益 ）

固 定 資 産 売 却 損

税抜
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令 和 元 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 12,959,427

△ 6,563,741 6,395,686

2 91,295,966

△ 37,956,531 53,339,435

3 376,476

△ 241,523 134,953

4 623,265

5 39,127,035

△ 21,504,440 17,622,595

6 2,189,791

△ 1,203,524 986,267

79,102,201

(2)

1 24,500

2 2,492

3 54,265

4 30,419

5 1,702

113,378

79,215,579

2

(1) 9,989,105

(2) 358,869

△ 1,491 357,378

(3) 59,476

(4) 4

(5) 3,115

(6) 500

10,409,578

89,625,157

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

配 水 及 び 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

広 域 施 設 設 備

減 価 償 却 累 計 額

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

仮 払 金

税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 13,663,423

2 87,153
13,750,576

(2)
1 570,361
2 68,051
3 6,229

644,641
14,395,217

2
(1)

1 1,111,872

2 10,728
1,122,600

(2) 87,416
(3) 40,493
(4)

1 3
2 42,707
3 8,412
4 347

51,469
(5) 206,079
(6) 1,507

1,509,564
3
(1) 58,901,458

△ 28,201,383

30,700,075
46,604,856

資　　本　　の　　部
1
(1) 32,348,848

32,348,848
2
(1)

1 289,249
2 12,144

3 15,751

317,144
(2)

1 2,189,414
2 376,993
3 5,501,371
4 当年度未処分利益剰余金 2,085,685
5 200,846

10,354,309
10,671,453
43,020,301
89,625,157

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
前 受 金
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計
預 り 金
未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

用水供給資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

補 助 金

- 48 -



- 49 - 

注  記  表 

  

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。（※車両運搬具については定率法による。） 

・主な耐用年数 

建物          １５～５０年 

構築物                １０～６０年 

機械装置         ６～４０年 

車両運搬具          ４～５年 ※ 

工具器具備品       ４～１５年 

水道メーター          ８年 

導管本支管          ４０年 

導管給水管          ４０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権       ３０～５５年 

ソフトウェア                    ５年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額を計上している（なお、一般会計が負担すると見込まれる金額３０８，９４８千

円を除く。）。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び奨励手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び奨励手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸倒実

績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
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 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，６３０，１

５７千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

（１）退職給付引当金の取崩し 

令和２年度において、退職手当として３３，３４２千円を支給することが見込まれる

ため、退職給付引当金３３，３４２千円を取り崩す予定。 

（２）賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当として４２，９８

７千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金４２，９８７千円を取り崩す予定。 

（３）法定福利費引当金の取崩し 

令和２年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当に対する法定福利

費として８，４６７千円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金８，４６

７千円を取り崩す予定。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業では、水道事業及び水道用水供給事業を運営しており、各事業で運営方針を決

定していることから、水道事業及び水道用水供給事業の２つを報告セグメントとしている。 

報告セグメントは、水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告される対象となっているもの

である。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

水道事業 水道水を供給する業務 

水道用水供給事業 妙高市に対し水道用水を供給する業務 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

    当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）        税抜 

（単位：千円）

水道事業 水道用水供給事業 合 計

営業収益 4,676,530 74,819 4,751,349

営業費用 4,972,094 60,062 5,032,156

営業損益 △ 295,564 14,757 △ 280,807

経常損益 965,420 27,351 992,771

セグメント資産 87,631,866 1,386,544 89,018,410

セグメント負債 44,541,781 464,643 45,006,424

その他の項目

　他会計繰入金 61,434 39 61,473

　減価償却費 3,038,943 40,833 3,079,776

　受取利息 3,656 0 3,656

　支払利息 272,528 2,063 274,591

　特別損失 81 5 86

　有形固定資産及び無形固定資産 2,934,417 380 2,934,797

　の増加額  

      

Ⅴ．減損損失 

 １ グルーピングの方法 

水道事業会計において使用している固定資産については、事業ごとに水道水の製造から

販売まで全ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事

業全体を資産グループとしている。 

   

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引はない。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
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